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東京電力株式会社福島第一原子力発電所の廃炉等の
実施に係る周辺地域の安全確保に関する協定書

　福島第一原子力発電所（以下「発電所」という。）の事故収束及び廃炉（以下「廃炉等」という。）
の取組が安全かつ着実に進められることが、福島の復旧・復興並びに避難者の帰還の大前提である。
　これまで原子力行政を担ってきた国は、前面に立ち、世界の英知を結集の上、総力を挙げて廃炉等
に取り組む責任がある。
　また、事業者である東京電力株式会社は、あらゆる経営資源を投入し、全社を挙げて廃炉等に取り
組む責務がある。
　発電所の立地県、町である福島県（以下「甲」という。）、双葉町及び大熊町（以下これらを「乙」
という。）並びに事業者である東京電力株式会社（以下「丙」という。）は、国の責任のもと、丙が行
う廃炉等に向けた取組が安全、着実かつ適時に進められ、周辺地域住民（乙の住民をいう。以下同
じ。）の安全確保、敷地境界線量の低減による生活環境の回復を図ることを目的として、次のとおり
協定する。
（東京電力の責務及び関係法令等の遵守等）
第１条　�　丙は、原子力損害賠償・廃炉等支援機構の支援を得ながら、汚染水対策やトラブルの未然

防止にあらゆる手段を用いて対応し、一刻も早く事故を収束するとともに、発電所の廃炉に
向けた取組に責任を持ち全社を挙げて安全かつ着実に取り組むものとする。

　　　２�．丙は、廃炉等に向けた取組の実施に当たっては、発電所から放出される放射性物質による
周辺環境の汚染の防止及び周辺地域住民の安全確保のため、関係法令及び福島第一原子力発
電所特定原子力施設に係る実施計画（以下「実施計画」という。）を遵守し、周辺地域の住
民や環境に被害を及ぼさないことはもとより、周辺地域住民に不安や心配を生じさせないよ
う万全の措置を講ずるものとする。

　　　３�．丙は、発電所の廃炉等に向けた取組の安全性及び信頼性のより一層の向上を図るため、廃
炉等に向けた取組の実施に必要な施設の設計、製作、施工、運転及び保守の各段階にわたる
品質保証活動について、請負企業等を含め積極的に行うとともに、新技術の開発、施設の改
善を強力に推進するものとする。

（通報連絡）
第２条　�　丙は、甲及び乙に対し、安全確保対策等のため必要な事項をその都度通報連絡するものと

し、特に、トラブル等の発生時においては、その状況、リスクの程度、復旧等の見通し等を
迅速かつ正確に通報連絡するものとする。

　　　２�．前項の規定により通報連絡すべき事項及びその方法は、甲、乙及び丙が協議して別に定め
るものとする。

（施設の新増設等に対する事前了解）
第３条　�　丙は、実施計画の変更を伴う施設等の新増設、変更又は廃止をしようとするときは、事前

に甲及び乙の了解を得るものとする。
　　　２．甲及び乙は、丙から前項の規定による了解を求められたときは、十分協議するものとする。
（技術検討会の設置）
第４条　�　甲及び乙は、前条の規定による事前了解に関して技術的視点から安全面を確認するため、
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甲、乙、学識経験者等で構成する福島県原子力発電所安全確保技術検討会（以下「技術検討
会」という。）を設置するものとする。

　　　２．技術検討会の組織及び運営に関し必要な事項は、別に定めるものとする。
　　　３�．技術検討会は事前了解に関する事項について、発電所の状況確認を行うことができるもの

とする。
　　　４�．前項の規定に基づき状況確認を行うときは、技術検討会は丙にその旨を通知し、丙はこれ

に立ち会うものとする。
（福島県原子力発電所の廃炉に関する安全監視協議会による安全確認）
第５条　�　甲及び乙は、福島県原子力発電所の廃炉に関する安全監視協議会設置要綱（平成24年12月

７日付け福島県生活環境部長通知。以下「設置要綱」という。）第１条に規定する福島県原
子力発電所の廃炉に関する安全監視協議会（以下「協議会」という。）、設置要綱第６条第１
項に規定する労働者安全衛生対策部会（以下「対策部会」という。）及び設置要綱第６条第
２項に規定する環境モニタリング評価部会（以下「評価部会」という。）において、発電所
の廃炉等に係る安全確保の取組を確認するものとする。

（放射能の測定等）
第６条　�　甲及び丙は、それぞれ別に定める放射能等測定基本計画（以下「基本計画」という。）に

基づいて、発電所周辺の環境放射能等の調査測定を実施するものとする。
　　　２．前項の基本計画には、測定項目、測定の地点、測定の方法等を定めるものとする。
　　　３�．第１項の規定にかかわらず、甲又は丙が特に必要と認めたときは、環境放射能等の調査測

定をそれぞれ実施することができるものとする。
　　　４�．甲及び丙は、第１項の規定に基づき実施した環境放射能等の調査測定結果を定期的に評価

部会に提出し、評価を経たのち、甲及び丙がそれぞれ公表するものとする。
　　　５�．甲又は丙は、第３項の規定に基づき実施した環境放射能等の調査測定結果を速やかに公表

するとともに、必要に応じ評価部会に提出するものとする。
（立入調査）
第７条　�　甲、乙又は協議会は、次に掲げる場合は、発電所への立入調査を行うことができるものと

する。
　　　　　⑴　発電所周辺の環境放射能等に関し、異常な事態が生じた場合
　　　　　⑵　発電所の廃炉等に向けた取組の実施状況等に関し、特に必要と認めた場合
　　　２�．前項の規定に基づき立入調査を行うときは、甲、乙又は協議会は、あらかじめ丙に対し、

立入調査を行う者の氏名、日時及び場所を通知し、丙はこれに立ち会うものとする。
（状況確認）
第８条　�　甲、乙又は協議会は、前条第１項各号に掲げる場合を除き、丙が行う発電所の環境放射能

等の測定、廃炉等に向けた取組の実施状況、その他発電所の安全確保に関する事項について、
必要に応じて随時、状況確認を行うことができるものとする。

　　　２�．前項の規定に基づき状況確認を行うときは、甲、乙又は協議会は、丙にその旨を通知し、
丙はこれに立ち会うものとする。

（適切な措置の要求）
第９条　�　甲、乙又は協議会は、発電所の廃炉等に向けた取組の安全確保のため特別の措置を講ずる

必要があると認めたときは、丙に対して、適切な措置を講ずることを、又は、国に対して、
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丙が適切な措置を講ずるよう指導・監督の徹底を求めるものとする。
　　　２�．丙は、前項の規定に基づき甲、乙又は協議会から適切な措置を講ずることを求められたと

きは、事故炉の廃炉の緊急性に鑑み、速やかにこれに応ずるとともに、講じた措置の内容等
について、甲、乙又は協議会に対して、適時報告するものとする。

（立入調査又は状況確認を行う者の選任）
第10条　�　甲、乙、協議会又は技術検討会は、第７条第１項の規定に基づき立入調査を行う者、第

４条第３項及び第８条第１項の規定に基づき状況確認を行う者を甲若しくは乙の職員又は
協議会若しくは技術検討会の構成員の中からそれぞれ選任するものとする。

（損害の補償・賠償）
第11条　�　発電所の廃炉等に向けた取組の実施に起因して周辺地域住民の生命、身体又は財産に損

害を与えた場合、丙は、甲又は乙の意見を十分踏まえつつ、原子力損害の賠償に関する法
律その他関係法令に基づき、適切に補償又は賠償するものとする。

（情報の公開）
第12条　�　丙は、発電所の廃炉等に向けた取組の実施内容及びその状況について、甲及び乙に説明し、

また、甲及び乙の議会の求めに応じて説明するとともに、周辺地域住民をはじめ県民に対
し積極的に説明、情報公開を行い、透明性を確保するものとする。

（原子力防災対策）
第13条　�　丙は、原子力防災対策の充実強化を図るとともに、甲及び乙が行う原子力防災対策へ積

極的に協力するものとする。
（放射性物質の排出抑制及び線量低減）
第14条　�　丙は、発電所から放出される気体、液体等に含まれる放射性物質濃度について、関係法

令等に定めるところにより管理するほか、周辺環境に影響を及ぼさないことを定期的に確
認するとともに、敷地内の除染等を行い、敷地境界線量の低減を着実に行うものとする。

（作業員の安全衛生対策）
第15条　�　丙は、発電所の廃炉等に向けた取組に携わる人材の安定確保を図るため、作業環境の改

善、作業員の健康管理、雇用の適正化等の安全衛生対策について積極的に取り組むとともに、
長期的な計画に基づき、人材の育成に取り組むものとする。

　　　　　また、その実施状況等に関して、対策部会に報告するものとする。
（協定の改定）
第16条　�　この協定に定める各事項につき改定すべき事由が生じたときは、甲、乙及び丙いずれか

らもその改定を申し出ることができる。この場合において、甲、乙及び丙はそれぞれ誠意
をもって協議に応ずるものとする。

　　　２�．甲又は乙は、前項の規定による改定を申し出るときは、甲、乙相互に十分協議を行うもの
とする。

（そ の 他）
第17条　�　この協定の実施に関し必要な事項及びこの協定に定めのない事項については、甲、乙及

び丙が協議して別に定めることができるものとする。

　　　附　　　則
１．この協定は、平成27年１月７日から実施する。
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２�．福島県、双葉町、大熊町及び東京電力株式会社が昭和51年３月22日に締結した福島第一原子力発
電所周辺地域の安全確保に関する協定（以下「旧協定」という。）は、平成27年１月６日限り廃止
する。

３．この協定の締結前に旧協定の規定により行われた行為は、この協定の規定に基づく行為とみなす。
　この協定締結の証として、本書４通を作成し、当事者記名押印の上それぞれ１通保有する。

　　平成27年１月７日

　　　　　甲　　福 島 県 知 事　　内　堀　雅　雄
　　　　　乙　　双　葉　町　長　　伊　澤　史　朗
　　　　　　　　大　熊　町　長　　渡　辺　利　綱
　　　　　丙　　東京電力株式会社
　　　　　　　　代表執行役社長　　廣　瀬　直　己


